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祝 株式会社技研サービス様 

株式会社GIKENGROUPオフィス新築工事 

現場担当(建設部：濱野)のコメント

　今回、技研サービス様の新社屋を建てさせていただきました。1階のコワーキングスペース、2階にサテライ

トオフィス、3階に社員スペースという構成で、その中でも1階のコワーキングスペースでは、若手経営者や大

学生が交流することで人材育成や地域活性化を後押しする場となっています。地域密着型の弊社にとってもこ

のような建物に携われたことを嬉しく思うとともに、弊社も岐阜の経済発展のために尽力していきます。

無事に引き渡しをすることができて良かったです。
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各務原営業所(NAITO HOME)  
岐阜県各務原市那加前洞新町4丁目193(火･水曜定休)  
TEL 058(322)3031　/ 　FAX 058(322)3037
フリーダイヤル　0120-40-3031  
 

岐阜営業所(いえとち本舗)  
岐阜県岐阜市早田栄町2丁目45(火・水曜定休)
TEL 058(201)3031　/ 　FAX 058(201)3037
 

センチュリー21フジ開発(不動産事業部)  
岐阜県岐阜市城東通6丁目19番地(火・水曜定休)
TEL 058(278)7100　/ 　FAX 058(278)7101  

内藤建設本社　
岐阜県岐阜市六条南 3丁目 10番 10号　  
TEL 058(272)0225　/　FAX 058(272)7110
 

名古屋支店  
愛知県名古屋市西区中小田井 4丁目13番地  
TEL 052(503)0235　/　FAX 052(503)0289
 

大垣支店 
岐阜県大垣市八島町 2362番地の 1  
TEL 0584(81)3240　/　FAX 0584(81)3154

 
 
 
 

　

新年 互礼会

会礼互年新

新年あけましておめでとうございます
　まずは今までお世話になりました、お客様並びに協力業者・社員・OBをはじめとする関係者各位に厚く御礼申
し上げます。1947年3月創業者内藤徳一が内藤組を創業、そして1961年3月には内藤建設株式会社を設立し、初代社
長内藤敬一、第二代社長内藤徳一、第三代社長内藤輝男、そして現在、第四代社長である私、内藤宙が伝統ある
襷を引き継いでおります。
　人間の体が医者の治療を必要とするように、建物にも診断や治療が必要です。地域に根差した【建設ドク
ター】として必要とされる総合建設ドクターの提供を行っていきたいと考えております。お客様の変わらぬ信頼
のために、これからも日々努力を重ねて参ります。

内藤建設㈱は事業継続力強化計画認定企業になりました！ 

「事業継続力強化計画」認定制度とは？  
・大規模な災害が発生した際、災害に対する備えが十分でない中
小企業が被災することにより、各事業者だけでなくサプライチェー
ンなど、事業全体の継続に影響が出てしまいます。  
・事業継続力強化計画認定制度は、今後、防災・減災を踏まえて、
事業継続の実現に向けて取り組む企業に対し、その計画を認定
する制度です。  

防災・減災設備の
税制優遇

補助金の優先採択
(ものづくり補助金等)

信用保証枠の拡大

日本政策
金融公庫による
低利融資

認定企業は認定ロゴ
マークが使用可能！

大規模な災害が頻発するように
なりましたが、災害に対する備え
が十分でない中小企業が被災す
ることにより、各事業者のみなら
ずサプライチェーンも含めて、事
業の継続に影響が出るケースが
増加しています。

そこで、中小企業の自然災害に
対する防災・減災対策を促進する
ため、「中小企業の事業活動の
継続に資するための中小企業等
経営強化法等の一部を改正する
法律(以下、中小企業強靱化法 )」
が令和元年7月16日に施行され
ました。

本法では、防災・減災を踏まえ
て、事業継続を可能にするため
の取組を記載した「事業継続力強
化計画」を作成した中小企業に対
して認定制度を設けることとして
います。

認定を受けた企業は信用力が向上！

認定企業は認定ロゴ
マークが使用可能！

推進者からのコメント
　チーム活動の一環として、事業継続力強化計画の認定制度を知り
ました。BCP（事業継続計画）との違いは、自発的に申請し要件を
満たすことによって国（中小企業庁）から認定を受けられるという
ことです。どちらも災害からの早期復旧を目指すところは同じです
が、自社で行うべき災害対応を想定して申請する為、様々な防災対
策について社内協議できる良い機会にもなりました。


